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提言書提出にあたって

　昨年度末、私たち、タウンモビリティ共同研究グループは、メンバーである、岡 由紀子（聖マリア学院医療福祉専門学校教務主任）、小原 眞知子（久留米大学文学部社会福祉学科講師）、谷口 豊（久留米大学商学部助教授）、西川 芳昭（久留米大学経済学部助教授）、藤崎 亮一（久留米大学大学院比較文化研究科学生、現在、長崎ウエスレヤン大学現代社会学部助手）、松尾 匡（久留米大学経済学部助教授）、真部 和義（久留米大学商学部助教授）、吉永 美佐子（特定非営利活動法人高齢者快適生活づくり研究会代表）の連名により、「タウンモビリティ導入の必要性に関する調査報告書」を、特定非営利活動法人シニア情報プラザに対して提出いたしました。タウンモビリティとは、商店街で電動スクーターや車椅子を貸し出し、町をバリアフリー化して、高齢者や障害者にも、妊婦にも、誰にでも買物が楽しめるようにするための工夫です。

　この報告書において、私たちは、調査研究の結果として、次のように結論しました。

1. 中心商店街は危機的状況にある。中心市街地が寂れることは、街のコミュニティー形成機能の崩壊を意味する。今日、街づくりの観点から、また、街のバリアフリー化の観点から、市民や自治体行政がこの問題に対処するための法的条件が用意されている。
2. 久留米市においても高齢化が進行している。調査の結果、高齢者の街に出かけることへのニーズは強く、これは生活の質や生き甲斐の面からも重要であることが確認された。
3. 調査の結果、中心商店街にとって、高齢者はロイヤリティーの高い持続的購買力であることが確認された。今後、高齢者の高ロイヤリティーエリアを一層開拓していくことが望まれる。
4. 英国では同様の問題に直面して、タウンモビリティが始まった。これは、高齢者が訪れやすくすることによって中心商店街にとって経済的成功をもたらしているばかりでなく、市の交通・福祉を包含する総合的まちづくり政策の一環を担い、様々な形での市民参加を得てコミュニティー形成にも役立っている。
　これは、我がまち久留米においても、直面する課題解決のために、タウンモビリティ導入が有効であることを示しています。

　そこで本年度、新たに西光義秀(九州龍谷短期大学助教授)および伊佐淳(久留米大学経済学部助教授)をメンバーに加えた私たちは、この報告書の結果をふまえ、実際に久留米市中心市街地にタウンモビリティ事業を導入する際に必要となる、事業組織、運営、行政施策等の上での様々な事柄について、提言書をまとめることにいたしました。この提言書が、中心市街地の関係諸団体はじめ幅広い市民の皆様や、市行政の方々が、全国に先駆けてこの新事業に取り組むにあたって、ささやかながら手助けになれば、私たち一同これに過ぎる喜びはございません。

2002年 月　日

タウンモビリティ共同研究グループ一同

§１　事業組織の立ち上げと再編

1. 事業形態とその段階発展

　その公的に果たす役割と、実験的、市民参加的性格から、基本的に市財政による委託を受けて、NPO法人などの市民参加型事業体によって自治的に運営されることが望ましい。

　その形態は、事業の発展段階によって以下のように変化させるべきである。

○ 当面は、既存のＮＰＯ法人の一事業部門として、当該法人の指導と責任のもとに、事業の確立を図る。

○ 事業の安定的な確立と共に、その運営主体は、新たに設立される独立のＮＰＯ法人に移されるべきである。その組織運営は、関係各方面のコンセンサスに基づくものになるべきである。

2. 当面の運営組織

○ 当面、市から事業を受託する既存のＮＰＯ法人(以下「親法人」)は、独立した事業予算のもとに、事業責任者を定め、その事業責任者の指導する「タウンモビリティ事務局」(以下「事務局」)によって事業を運営する。

○ 親法人は事業運営のため、法人組織外に、「タウンモビリティ利用者会」(以下「利用者会」)、「タウンモビリティ後援会」(以下「後援会」)の二団体を組織し、事務局がその事務を行う。また、事務局の中に「タウンモビリティボランティアの会」(以下「ボランティア会」)を置く。

○ 事務局は事業責任者のもと、専従者とボランティアからなる。フルタイムの専従者は必須である。

○ 利用者会は利用登録者全員からなる。うち積極者に働きかけて、意見を聞いたりイベントを手伝ってもらったりし、やがては「利用者委員」として利用者の意見反映の任にあてる。

○ 後援会は次の三パートからなる。1) 顧問：市ゆかりの著名財界人・文化人、公職選挙法の対象役職者またはその立候補表明者、宗教法人役職者。2) 賛助会員：寄付金的性格の賛助会費を払った者(個人会員と団体会員からなり、団体会員としては近隣事業者や商店街組合などを想定する)。3) 専門サポーター会員：医療専門家、技術専門家、弁護士、会計士、研究者。

○ 独立法人への転換を念頭において、賛助会員の団体会員には、商店街組合、商工会議所、ＴＭＯ、まちづくりＮＰＯ法人、各種福祉団体・施設などを網羅するよう、加盟を働きかけていく。

○ 必要に応じ、後援会の積極者、利用者委員、事務局スタッフ全員、その時々のイベント関係者などからなる、事業責任者の主宰する日常実務的決定機関を設ける。これは、独立法人への移行後も、事務局長の主宰のもとで継続する。

3. 市の支援体制

○ この事業は市政上極めて重要な役割を担うものであるから、事業開設にかかる費用は言うまでもなく、その運営費は経常的に市の予算によってまかなわれることが望ましい。

○ 市は、中心市街地活性化、高齢者・障害者福祉、交通政策、建設政策等を横断するタウンモビリティ専門の部局を作り、この事業の支援政策にあたるべきである。

4. 独立法人への移行

○ 事業が安定的に軌道に乗るのに合わせて、利用者会と後援会、事務局を母体にして新法人を結成する。利用者会と後援会およびボランティア会は新法人の内部組織として残す。

○ 事務局を総括する事務局長を定め、そのともに事務局スタッフは親法人から引き継ぐ。

○ 利用者会と後援会、事務局長、事務局スタッフの全員が、新法人会員として総会で一票を持つ。

○ 理事会は、市、賛助会員の主要団体会員の各代表一名ずつと、利用者委員代表数名、事務局長からなる。新法人設立前から、後の理事会メンバーは「設立準備会」として会合を持つ。

○ 顧問および専門サポーター会員は理事としない。理事会の求めに応じてアドバイスする。

○ この事業体は、市の予算で独占的に委託を受けながら、市の直接の事業ではないために議会の監査も受けない。したがって、運営が不透明にならないよう、極力注意する必要がある。そこで、利用者会、後援会から各々委員を選び(法人監査役も含める)、オンブズマン的な委員会を設けるべきである。それは事務局の苦情処理窓口とも連係し、苦情処理、調査と事業監査、情報公開にあたる。人選は、市行政からの独立性の高い者で、理事会、事務局と建設的関係を維持しつつ、なれあいにならない緊張感ある運営がなされるような人物を選ぶべきである。
組織図
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§２　事業内容とその運営

1. 事業内容

　タウンモビリティ事業体は次のような事業を行う。

○ タウンモビリティ事業そのもの。すなわち、中心市街地来街の高齢者・障害者に、電動スクーター、車椅子などの機器を貸し出し、必要に応じて介助者をつける。同伴介護者がいる場合にも、事業スタッフによる介助に任せるサービスが利用できるようにする。

○ 高齢者・障害者の来街支援事業。事業の財政能力に応じ、低床バスの運行、リング・アンド・ライドなどの送迎システムの運行、送迎ボランティアの組織などを行う。

○ 中心市街地における高齢者・障害者対象事業。将来的に市の財政支援を減らしていくために、介護・医療等の関連事業を行い、事業資金をまかなう。

○ バリアフリーのための個店への改善アドバイスとそのための支援策相談。市の交通、建設政策への提言。

○ 事業のために必要なボランティアの養成研究。

○ 中心市街地活性化、高齢者・障害者福祉とユニバーサルデザインの推進、コミュニティー醸成、環境保全、よりよい交通体系の追求等を総合するまちづくりのための啓蒙その他の諸活動

2. 事業予算

　市からの事業委託費や事業収入の他に、賛助会員会費、物品販売、広告収入などで事業資金をまかなう。

○ 販売する物は、タウンモビリティのノウハウ導入に際して参考にした英国ウーバーハンプトン市近辺の物産品が適当である。折々のイベントとして、オークションやフリーマーケットなどを開催するのもよい。

○ 当面は利用毎の料金制はとらず、無料または、保険代程度の低額の年間利用登録料を徴集するのがよい。しかし、やがて利用者が十分増えたならば、機器貸し出し効率と利用態度の質の維持のために、時間に応じた利用毎の料金徴集制に切り換えることが望ましい。独立法人設立にあわせてこの転換を行うのがよい。

○ 利用者委員やボランティアには、タウンモビリティの無料利用登録権や、商店街での割引券などを報酬として支払うようにすべきである。将来的には、何らかのコミュニティー決済システム(いわゆる「地域通貨」)とのリンクを考えるべきである。

○ 近隣事業体の広告による収入確保には積極的に取り組むべきである。電動スクーター、カート、買物袋(タウンモビリティのステーションで配付する)、ステーションの掲示板など、あらゆるものが広告媒体となり得る。後述のニュースレターや、場合によっては登録キットなどのパンフ類にも広告枠を設ければよい。

○ 事務局は各種民間助成金・公的助成金を調査し、積極的に応募する。福祉、ボランティア、まちづくり、国際交流などあらゆるテーマの支援助成が対象となり得る。

· 本節末に初年度の事業予算の見積もりを掲載する。

3. ステーションの場所

· 機器貸し出し等を行うステーションは、駐車場に面し、公共交通機関が利用可能な場所に設置するべきである。駐車場は、少なくともその十分なスペースのある一角は、高齢者・障害者の専用駐車場とするべきである。

○ ステーション近くの駐車場からは、必要に応じスタッフを呼び出せるようなシステムを設置する。西鉄久留米駅に面したステーションが設置できない場合には、駅へスタッフが機器を届け、回収するサービスを行えばよい。

○ 当面、「あけぼの広場」の「コミュニティースペース」で事業を行う場合、送迎システムのための駐車スペースが利用できるようにし、コミュニティーバスなどの停留所を作るべきである。現在の井筒屋前六ツ門バス停は、バリアフリーの観点からは問題があるので、できれば「あけぼの広場」にバリアフリーのバス停を作って六ツ門バス停を移し、雨に濡れずに商店街まで移動できるような構造を作ることが望ましい。

4. 利用のシステム

○ 機器貸し出しの利用希望者には、利用案内や登録フォームなどの書類一式が入った登録キットを渡し、十分な説明の後、利用登録をしてもらう。その際、責任の範囲について利用契約に明示し、十分に理解が得られるようにする。

○ 初めて利用登録をした者には、機器の操作の説明とトレーニングを行い、スタッフがその結果を見て登録の受理や利用条件を判断する。登録を受理しなかったり特別の利用条件を課すケースについては、あらかじめマニュアルを作っておく。これに関して係争がある場合には、事業責任者(事務局長)が判断する。利用の停止等についても同様とする。

○ 利用登録者には、定期的にニュースレターを送付する(当面、利用者会、後援会、ボランティア会共通のニュースレターとし、三団体会員すべてに送付する。新法人設立後は法人の会報となる)。ここには、タウンモビリティ事業の情報のほか、商店街・中心市街地地域のイベント、割引など個店のイベント宣伝その他の地域情報を載せる(切り取ったら割引券や抽選券などになるページをつけるのもいいかもしれない)。これは、事業の公開性のためのみならず、ロイヤリティー確保のために重要であり、必要に応じて専門の編集スタッフを置くべきである。電子メールとホームページを利用する方法も検討すべきである。

5. イベント・交流

　絶えずイベントを打ち出すことが、ロイヤリティーある利用者の確保のためには重要である。そのため、「あけぼの広場」を中心に中心市街地地区で今後頻繁に打ち出されるであろうイベントには、常にかかわっていくことが求められると同時に、いくつかはタウンモビリティ事業体自体が中心となって、その理念を掲げつつ担っていくべきである。とりあえずは次のようなものが思い付く。

○ 商店街で「高齢者・障害者割引デー」などの共通イベントを行い、タウンモビリティ事業が拠点となって高齢者施設等から動員を行う日を、年に数回設けるべきである。このとき、近隣の小中学校と提携し、総合学習の一環などとして、児童・生徒に介助ボランティアを経験してもらうようにすればよい。

○ タウンモビリティ導入にあたって大いに参考にした英国ウーバーハンプトン市ショップモビリティ事業との交流は、今後も継続し、市民の国際交流活動の一環を担うべきである。年に１、２度は、国際交流協会や付近の商業施設と共同で、英国フェアなどを行うのもいいかもしれない。

○ ステーションは、高齢者・障害者などに向けた地域情報、医療・福祉情報の拠点となるように、掲示板を設置し、気軽に喫茶のできるサロンの機能を持たせるべきである。
	　　　　収　　　入
	　　　　支　　　　出

	利用会員会費収入　１１０,０００円
（月２００円×５５人×１０ヶ月）
企業協賛　　　　　１００,０００円
　（年間１社１０,０００円×１０社）
送迎利用料　　　　３７５,０００円
　（１回往復　５００円×５人×１５０日）
試験実施助成金（？）　2,000,000円
	人件費　　　　　　１,６５０,０００円
　ボランティアリーダー１名　５,０００円
　ボランティア、および講師　
３,０００円×２人　　６,０００円
車両費１台分　　　　　　８２５,０００円
　　送迎用　７５,０００円×１１ヶ月
（保険、車検費用込みリース料）
車両維持費　　　　　　　１００,０００円
　（ガソリン代　１０,０００円×１０ヶ月）
送迎ボランティア費用　　７５０,０００円
　　（５,０００円×１５０日）
事務費　　　　　　　　　１２０,０００円
　　（１０,０００円×１２ヶ月）　

	　　　　計　　２、５８５,０００円　
　　　（不足分　８６０,０００円）
	　　　　計　　　　　３,４４５、０００円

	利用会員会費・・・月何度利用しても２００円からスタート、５５人は１０ヶ月稼動の平均会員数（オープン時１０名、３月には１００名に）
人件費・・・１５０日稼動（１０ヶ月なので週３回）で計算、ボランティアは時
間で入れ替わるため常時２～３名の予定、講師は参加者へのイベン
トの講師料（栄養教室、健康教室、趣味の教室、お食事会など）
趣味の教室講師派遣は森田氏に依頼、その他は現在のTM関係
車両・・・とりあえずＮＰＯで１台確保し、いずれはバスとタクシーの間のよう
なリングアンドライド方式を採用する
送迎・・・１日１０件で、１件５００円の利用料を想定
事務費・・・コミュニティスペースの機材を共有利用として計算


平成１５年度タウンモビリティ予算書
§３　ボランティアの組織と育成

1. 目的

　タウンモビリティのためのボランティア組織は、地域住民が広くボランティア活動に関する理解と関心を深めるとともに、誰もが住みやすい町づくりの一環としての自発的サポートとボランティア活動推進を図ることを目的とする。

2. 名称及び設置場所

　名称は久留米市タウンモビリティボランティアの会（以下「ボランティアの会」）とし、タウンモビリティ事務局（以下「事務局」）内に設置する。

3. ボランティアの位置付け

○ 事務局の事業責任者を当会の責任者として、専従者のうち一名がボランティアコーディネーターとなり、実際の事務及び諸調整にあたる。

○ ボランティア希望者には十分な説明の上,所定の研修を終了後、ボランティア登録をおこなう。これにより利用者の安全確保とサポートの質を図るものとする。

○ ボランティアに関わる問題が生じた場合にはボランティアコーディネーターが調査を行い、事業責任者が最終的な判断をする。

4. 事業内容

　ボランティアの会では次の事業をおこなう

（1）タウンモビリティ活動の啓発及び普及

（2）ボランティア養成のための研修企画・実施

（3）ボランティア活動に関する相談・援助

（4）ボランティア活動に関する登録・紹介

（5）地域ボランティアグループとの連携・支援

（6）ボランティア活動に関する調査・研究

（7）ボランティア活動に関するコーディネート業務

（8）ボランティア活動の広報・情報提供

（9）ボランティア活動推進のための機器,場の整備,提供

（10）ボランティア保険などに関する事務手続き

（11）ボランティア活動をすすめるための助成金などの整備

（12）その他、目的達成に必要な事業

5. ボランティア小委員会など

　ボランティアの会では適正な組織運営を図るために、必要に応じて事業責任者が主宰し、利用者会および顧問,賛助会員,専門サポート会員などによって組織される小委員会を開催することができる。

6. ボランティアの養成研修

○ 研修は事務局が企画・運営を行う。

○ 本事業の趣旨を理解し、ボランティアを希望する者は、所定の研修を受講しなければならない。当面年三回の研修実施を目指す。

○ 研修は講座制とし、原則としてすべての講座を修了した後、ボランティア登録をおこなうものとする。ただし、ボランティア経験者および他の養成講座等の受講者については免除規定をもうけることとする。

○ 小・中学校の総合学習の一環として児童に本事業のボランティアを経験してもらうのであれば、別途研修内容を検討する。この際は、研修担当が当該校におもむき研修を実施するということも、念頭に置いて考慮することがのぞましい。

○ 研修プログラムは以下の項目を中心に実施されることがのぞましい。

ア）タウンモビリティについて

イ）タウンウォッチング（中心市街地の基礎情報）

ウ）接遇マナー

エ）電動スクーターの取り扱いについて

オ）障害者・高齢者の理解（疑似体験含む）

カ）ボランティア活動をするに当たっての心構え

キ）具体的な介護技術（車いすの押し方・移動の方法等）

ク）利用者との交流

ケ）その他

○　研修担当の講師については、後援会の協力を得ることとする。これによらない場合は、本事業の趣旨に賛同し、講師として適任である者に依頼する。

7. ボランティアの補償

○ 登録したボランティアは、事務局規定のボランティア保険に加入しなければならない。保険加入料は事業体の負担とする。

○ 送迎ボランティアについては、別途保険を考慮するほうがのぞましい。

○ ボランティア活動を行った者に対しては、原則交通費の実費を支給することを検討することがのぞましい。

8. ボランティアの活動内容

○ コーディネーターは、利用者の状況に応じて、ボランティアを適正に配置するようこころがけなければならない。

○ ボランティアの熟練度に応じた活動内容とするため、活動メニューのユニット化をはかり、それにあわせ、ボランティアのグループ化をはかることがのぞましい。

○ 各グループにはリーダーを置く。リーダーはコーディネーターとの連絡調整、グループ員間の連絡調整をおこなう。

○ 活動に際し、問題が生じた場合、ボランティアは速やかにコーディネーターに報告しなければならない。

§４　総合的まちづくりの一環としてのタウンモビリティ
　タウンモビリティ事業は、単独で行われるだけでは十分な効果は期待できない。以下のような、中心市街地の総合的なまちづくり政策の一環としてはじめて十分な機能を発揮できるだろう。

1. 中心市街地への公共アクセスの整備

　せっかく中心市街地における移動環境が高齢者・障害者にとって利用しやすいものになったとしても、自宅からそこまで出てくることに障害があるならば役立たない。よって、低床バスのように、足腰が弱った人や車椅子の人でも利用しやすいような公共輸送機関を拡充すべきである。英国のリング・アンド・ライドのように、歩行困難な人を、予約に基づき戸口から戸口へ低料金で送迎する公共輸送サービスも導入すべきである。

　具体的なタウンモビリティ送迎システムとしては、次のような案が考えられる。

１案　当面はNPOで車両を保有し、予約を受けて有料で送迎を行う。

　　・　車両は　ａ．現NPOで補助金等を受けて購入する

　　　　　　　　ｂ．財団等から車両を寄付してもらう

　　　　　　　　ｃ．リース等で車両を保有する

　　　のいずれかの方法を検討する

　　・　利用料に関しては、１０キロまでは一回往復５００円とし、１０キロ以上は若干の追加料金を加算する。

　　・　運転手に関しては、ボランティアを募り実施するか定年退職した公共交通機関の運転手等を組織化して依頼するか、いずれかの方式で検討する

２案　現状送迎を行っている施設等（幼稚園、障害児の教育機関等）と車両、送迎システムを共有し、NPOが送迎業務を受託し、双方の利益を図る方式で送迎システムを確保する。

３案　再三検討されている市内循環バスをバスとタクシーの中間的なコミュニティー独自の交通機関とし、行政、業者、NPO等で運営を協議検討し導入を目指す。

　　　

2. 中心市街地における高齢者向け事業施設の充実

　単に買物だけでは、高齢者を中心市街地に呼び寄せるのに十分ではない。他の様々な来街機会を作ることが、結果としてついでに買物をする行動につながるのである。

　そこでまず、空き店鋪などを利用して、デイケア、デイサービスなどの福祉事業や医療・保健事業などを行うべきである。これは、これらの事業にリンクした介護保険対象等の送迎輸送サービスを導入することにより、上記の中心市街地へのアクセス問題の解決策の一つにもなる。

　さらに、現存のシニア情報プラザ同様の、高齢者向けの教育、娯楽、交流の場を数多く設けていくことが必要である。例えば碁会所などである。子供達も参加できるようにすれば、これらの施設は地域の教育機能も担っていくことが期待される。

3. 中心市街地におけるイベントの拡充

　計画中の「あけぼの広場」などを利用して、毎日のように何らかのイベントが打たれるようにして、来街のインセンティブを高めるべきである。

4. 回遊性の改善

　現状ではアーケードの一本道をＩターンする回遊行動をとる人が多い。池町川周辺と商店街の一体性を作り、散策にも買物にも魅力的な回遊性を実現するべきである。

5. 中心市街地の歩行者天国化

　中心市街地から自家用車を閉め出すことは世界の流れである。これは、環境政策、渋滞対策等からなされていることであるが、タウンモビリティ事業にとっては、電動スクーターなどに乗った高齢者の安全確保の面からも重要である。

　当面、中心商店街を横切る道路の一方通行化を進めることから始めればよい。

　将来的には、中心市街地は一般車乗り入れ禁止とし、そのエリアを取り巻く自動車道沿いに駐車場を作り、内部は低床循環バスなどのコミュニティー・トランスポートや自転車などで移動するようにするべきである。特に、無秩序な駐輪は高齢者のモビリティーにとって障害になるので、久留米大学の学生達が現在取り組んでいるような共有自転車システムの導入が検討されるべきである。

　タウンモビリティ事業との関連では、自動車道沿いの駐車場の一つを高齢者・障害者専用とし、それに面してタウンモビリティのステーションを作るのがよい。

　タウンモビリティシステムは、このような、一般車乗り入れを禁止した中心市街地内部における、様々な移動手段システムの一環として位置付けることができる。

　やがていつかは、明治通りはバスレーンを除いてすべてレンガ敷の歩道にし、立木を植えて、花壇やベンチを置き、公園のようにしてしまいたい。
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